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１．はじめに 

国土交通省では、2011年度より下水道革新的技術

実証事業（B-DASHプロジェクト）を実施しており、国総

研下水道研究部がその実施機関となっている。 

今回、2012年度採択の固形燃料化技術1件、2013年

度採択の下水汚泥バイオマス発電技術2件の合計3件

の革新的技術に関して、実証研究の成果に基づき、地

方公共団体および有識者の意見も踏まえ、2015年9月

に技術導入ガイドラインを策定した。 

２．実証技術の概要 

（１）下水汚泥バイオマス発電技術 

本技術は、汚泥低含水率化技術、省エネ型焼却技

術、焼却廃熱発電技術を組合せたシステムである。汚

泥の低含水率化により焼却炉補助燃料が不要となると

ともに、従来ほとんど利用されていなかった焼却廃熱を

活用した発電により、エネルギーを創出することが可能

となる。 

（２）温室効果ガスを抑制した水熱処理と担体式高温

消化による固形燃料化技術 

 本技術は水熱処理、消化、固形燃料化の三つの工

程で構成される。水熱処理により加水分解した有機物

を消化ガスに転換し、補助燃料として活用することによ

り、残渣を固形燃料化する際の温室効果ガスの排出を

抑制することが可能である。 

３．ガイドラインの構成 

表に、今回策定したガイドラインの構成を示す。まず

第2章により、当該技術の特徴や性能等を把握し、第3

章により当該技術を自処理場に導入した場合の効果を

試算する。試算結果より導入効果が高いと判断された

場合、導入に向けてさらに第4章により導入計画や機器

の設計等について検討を行う。技術導入後の点検項目

や運転管理方法については第5章に記載している。 

表 ガイドラインの構成 

第1章 総則 目的、適用範囲、用語の定義 

第2章 技術の概要 技術の特徴、適用条件、評価結果 

第3章 導入検討 導入検討手法、導入効果検討例 

第4章 計画・設計 導入計画、設計 

第5章 維持管理 点検項目、運転管理方法 

資料編 実証結果、ケーススタディ等 

４．成果の活用及び今後の展開 

ガイドラインを地方公共団体や下水道関係企業等に

紹介するため、2015年7月に東京ビッグサイトにてガイ

ドライン説明会を開催し、約100名の方々に参加いただ

いた（写真-1）。今後もこうした説明会等によりガイドライ

ンを積極的に紹介し、技術の普及を通じて下水エネル

ギーの活用推進に繋がるよう努めていく所存である。 

 

写真-1 ガイドライン説明会会場の様子 

【参考】 

１）国総研資料 No.859 

脱水・燃焼・発電を全体最適化した革新的下水汚泥エネルギ

ー転換システム導入ガイドライン（案） 

２）国総研資料 No.860 

下水道バイオマスからの電力創造システム導入ガイドライン

(案)  

３）国総研資料 No.870 

温室効果ガスを抑制した水熱処理と担体式高温消化による固

形燃料化技術導入ガイドライン（案） 
http://www.nilim.go.jp/lab/ecg/bdash/bdash_h26guideline.htm 
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１．はじめに 

下水道は良好な水環境の保全に大きく貢献してお

り、汚水中の有機物や栄養塩および有害微生物等を

除去している。一方で、下水道事業は公共団体の事

業活動の中でも温室効果ガス排出量が大きく削減が

急務であること、下水道の資源活用など新たな社会

的要請による課題も顕在化している。本研究室では、

下水道に期待される新たな社会的要請に対応するた

め、様々な観点から調査研究を行っている。 

２．送風システムにおけるエネルギー最適化の検討 

 下水処理場における電力量のうち大部分を送風シ

ステムが占め、電力の削減が課題となっている。具

体的な削減手法として、必要な送風量をセンサによ

り把握して送風量を制御する技術が挙げられる。一

方で、送風機形式等により送風量削減時の電力量が

異なるため、具体的な電力量削減効果について不明

確である。本調査では、代表的な送風機について、

メーカーヒアリングを行い、「送風量」と「電力量」

の関係を明らかにした。これらの調査データを踏ま

え、送風量制御技術による電力量削減効果を明らか

にするため、モデル処理場における試算により送風

量制御条件による電力量を試算した。 

 調査結果の一例として、鋳鉄製多段ターボブロワ

(風量：107m3/min(6,420m3/h)、圧力5,800mgAq)にお

いて風量制御方式を変えた条件(Case1:吸込み弁、

Case2:インレットベーン)の結果を表に示す。定格運

転時に対する60%風量運転時の単位風量当たりの電

力を比較すると、Case1は21.0%増、Case2は16.5%増

でありインレットベーン制御の上昇率が低くなった。 

 この結果を用い、モデル処理場における電力量を

試算した。送風量制御技術の適用することで、一定

風量運転時に比べて23～35%電力量が低くなった。 

３．処理水・再生水の衛生学的リスク制御技術評価 

 下水処理水の再利用が国内外で進められており、

再生水利用のリスク及び処理技術の性能評価につい

ての検討が急務である。本調査では、衛生学的リス

ク（年間感染リスク）、コスト、エネルギー消費量

の観点から、下水処理水の放流先での水利用や再生

水利用等における適切な処理方法を検討するため、

まずは、再生水利用の実態に関するアンケートを実

施し、導入されている再生処理方法を用途別に整理

した。その結果の一例を図に示す。 

 

 
図 再生処理方法の用途別採用件数 

急速ろ過の採用数がいずれの用途においても最も

多く、修景用水用途を除くと２番目に採用数が多い

のはオゾン処理である。人が触れることを前提とし

ない修景用水では、オゾン処理のように電力消費量

が大きい処理方法は採用されない傾向にあると考え

られる。一方で、高度な水質が得られる膜ろ過法や

逆浸透膜の採用件数は少ないものの、人が触れるこ

とを前提とする親水用水で比較的用いられる。 
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表 送風機制御機構による風量と電力量の関係 
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